
No.
ファイ

ル形式

添付済

み

1 ○

2 ○

3 ○

4
既存資料

を添付 ○

5
Excel

作成必要 ○

6
既存資料

を添付 ○

申請書類チェック表

各「No.」ごとにクリップ留めをしてご提出いただくようお願いします。

書類の名称

申請書類チェック表(本チェック表)

振込先の通帳等の写し(振込先が分かる資料)

※当座：当座勘定照合表、普通：通帳おもて面及び通帳を開いた１・２ページ目等

事業者要件の確認及び補助額算定書(別記第２号様式)

令和８年１月から令和８年３月までのLPガスの使用量が分かる資料（請

求書のコピー）

誓約書（別記第３号様式）

Excel

作成必要
補助金交付申請書兼実績報告書（別記第１号様式）

提出する際は、書類を確認して「添付済み」の欄に"○"を記入



別記第１号様式（第３条関係）

年 月 日

 （申請者）　

１　補助金申請額　　金 円

２　関係書類

（１）申請者概要及び補助額算定書（別記第２号様式）及び関係資料

（２）誓約書（別記第３号様式）

４　振込先

当座 普通

※フリガナ、口座名義人は通帳に記載のとおりご記入ください。

メールアドレス xxxxxxxxxx@yyy.zzz.com

３　連絡先

部長　新潟　花子

025-123-5678

担当者職・氏名

ＦＡＸ番号025-123-4567電話番号

連絡可能な時間帯 ９時～12時、13時～17時

記

ＬＰガス高騰対策緊急支援事業補助金交付申請書兼実績報告書

ＬＰガス高騰対策緊急支援事業補助金の交付を受けたいので、ＬＰガス高騰対策

所属名称

28,728

緊急支援事業補助金要綱第３条の規定により、下記のとおり申請します。

（３）振込先の通帳等の写し（下記「４　振込先」の情報が全て確認できるもの）

経理部

　 当座：当座勘定照合表、普通：通帳おもて面及び通帳を開いた１・２ページ目等

令和 8

〇〇株式会社

代表取締役社長　新潟　太郎

名　称

代表者職名・氏名

4 20

950-8570郵便番号

新潟市中央区新光町4-1

新潟県知事　様

住　所

〇〇銀行 口座種別
（該当するものに☑）××支店

金融機関名

支店名

ﾌﾘｶﾞﾅ(半角)

口座名義人

9999999

ﾏﾙﾏﾙ)ｶ

〇〇株式会社

口座番号



別記第２号様式（第３条関係）

１　申請者概要

建設業 運輸業

飲食サービス業 生活関連サービス業

その他サービス業 農業、林業、漁業

円

３　補助金額の算定

　〈補助金額の算定方法〉

　　１、２月分使用量×4.7円/kg（10.2円/㎥）＋３月分使用量×1.6円/kg（3.4円/㎥）

月 月
月 月
月 月

※複数事業所で使用している場合は、合算した使用量をご記入ください。

※ 添付資料

LPガスの使用量及び補助金額

下表のいずれかの単位欄を用いて入力してください。

LPガス購入に係る請求書（LPガスの購入量及び対象月が明記されているもの）
※電子請求書の場合は、LPガス販売事業者名の記載及び販売事業者の押印が必要

使用量
（㎥）
1,340.6
1,115.3
1,081.9

補助金額

13,674.1
11,376.1
3,678.5

合計

補助金額
使用量
（kg）

対象月

令和８年１

令和８年３
令和８年２

合計 3,538 28,728

対象月

令和８年１

申請者概要及び補助額算定書

令和８年２
令和８年３

　ＬＰガスの使用量（購入量）が分かる根拠資料

28,728算定結果

資本金・出資金 1,000,000

従業員数（会員・構成員数） 13 人（社）

企業名(団体名・屋号) 〇〇株式会社

業種
(産業分類・大分類)

製造業 卸売業 小売業

宿泊業

医療・福祉

情報通信業 その他（　　　　　　　　　　　　）

代表者名（職・氏名） 代表取締役社長　新潟　太郎



請求書
2026/2/20

〒000-0000

新潟市中央区〇〇町00-0 株式会社　ＬＰガス販売　　　　

〇〇株式会社　様

2026年1月分

前回ご請求額 当月外補正額 当月ご入金額 差引金額 当月お買上額 当月消費税額 今回ご請求額

365,889 0 365,889 0 389,220 35,383 389,220

日付 項目名・摘要 数量 単位 単価 金額 備考

〇〇株式会社

2月15日 ガス基本料金 2,600

ガス従量料金 1340.6 ㎥ 262.0 351,237

消費税計 (10%) 35,383

お買上総額 389,220

印

・該当月の使用量が分かるものを添付



別記第３号様式（第３条関係）

年 月 日

　た場合は、遅滞なく補助金を返還します。

支援事業補助金の交付決定を取り消すことを承諾します。既に補助金を受領してい

(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

(7) (3)から (6)に掲げる者のほか、暴力団 又は 暴力 団員 と社 会的 に非 難さ れる べき

(3) 暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

又 は 積 極 的 に 暴 力 団 の 維 持 運 営 に 協 力 し 、 又 は 関 与 し て い る 者

(6) 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 で あ る こ と を 知 り な が ら こ れ を 不 当 に 利 用 し て い る 者

と と な っ た 場 合 は 、 新 潟 県 に 速 や か に 届 け 出 る と と も に 、 Ｌ Ｐ ガ ス 高 騰 対 策 緊 急

５ 誓 約 事 項 に 虚 偽 の 内 容 が あ っ た 場 合 又 は 上 記 ４ の （ 1 ） か ら （ 7 ） に 該 当 す る こ

(4) 自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又

(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的

　関係を有する者

新潟県知事　　　　　　　　　　様

交 付 申 請 を す る に 当 た り 、 次 の 事 項 を 誓 約 し ま す 。

法 人 以 外 の 団 体 で あ る 場 合 は 代 表 者 、 理 事 そ の 他 こ れ ら と 同 等 の 責 任 を 有 す る 者

を い う 。 ） は 、 次 の い ず れ に も 該 当 し な い こ と 。

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

４ 自 社 （ 個 人 で あ る 場 合 に は そ の 者 ） 又 は 自 社 の 役 員 等 （ 法 人 で あ る 場 合 は 役 員

又 は 支 店 若 し く は 営 業 所 の 代 表 者 そ の 他 こ れ ら と 同 等 の 責 任 を 有 す る 者 を い い 、

１　ＬＰガス高騰対策緊急支援事業補助金交付要綱に定める補助要件をすべて満たしています。

２　申請日時点で事業を行っており、本補助金受領後も引き続き事業を継続する意思があります。

３　申請書等に記載されている情報を、本補助金の事務の範囲内で、新潟県が事務局業務を委託す
　る事業者に提供することを同意します。

誓　約　書

私 は 、 Ｌ Ｐ ガ ス 高 騰 対 策 緊 急 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 第 ３ 条 の 規 定 に 基 づ き 、

（申請者）

　住　所

　名　称

　代表者名

950-8570

新潟市中央区新光町4-1

〇〇株式会社

代表取締役社長　新潟　太郎

　郵便番号

令和 8 4 20



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

振込先通帳の写し(振込先が分かるもの) 

当座：当座鑑定照合表、普通：通帳 1,2 ページ目等 
 


